
１．輸送サービスの範囲
（１）利用対象地域

（２）利用数（現在：令和６年度（見込））

（３）路線の特性及び利用者の特徴

（４）路線の必要性

２．輸送サービスの形態

３．輸送サービスの水準

４．輸送サービスの提供主体及びその理由

５．輸送サービスの提供主体及びその理由

×

６．輸送サービスの利用促進計画
（１）利用者数の目標

（２）利用促進策

（３）事業の効果

（４）令和５年度事業評価結果を踏まえた取組等

令和７年度　半田・常滑(A)線に係る生活交通確保計画

市町村名：
半田市・常滑市

半田市中部・南西部地域、常滑市南東部・西部地域

令和５年度：75,448人
令和６年度（見込）：80,000人
インバウンド回復による利用者増加を見込み

・知多半田駅・青山駅・常滑駅への通勤・通学者
・沿線の愛知県立半田特別支援学校、常滑西小学校への通学

・半田市中心市街地と常滑市中心市街地を結ぶ地域間幹線系統であり、沿線の学校や主要駅等への移動手段として利用されている。
また、半田市内の青山駅や知多半田駅、常滑市内の常滑駅において、コミュニティバス(地域内フィーダー路線等)に接続しており、乗り継ぎにより、地域内の病院や店舗、
スーパーなどへの移動手段など地域住民の日常生活における移動手段を確保するために必要である。

・民営バス事業者運行による乗合バス（路線定期運行）
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知多乗合株式会社：自主路線として運行しており、半田・常滑(D)線、半田・常滑(N)線と補完して、利用者の利便を図っているため。
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3,053 7,48113,586 3,053

※上記目標
設定の考え

方

令和６年度の見込み数を維持しつつ、インバウンドの復調を想定して設定した。

区分 利用促進策の内容

計画
(R6.10)

半田・常滑（Ａ）線 8.9 4.5
40.0

402.72

8.9 4.5

230.14 78,720.0 31,702 18,116

７年度
８年度
９年度

・ホームページ、広報紙への時刻表掲載、利用促進ＰＲ、沿線学校との連携を強化する。
・半田市内のフィーダー路線（青山・成岩線、半田中央線）や半田北部線との乗り継ぎダイヤの配慮や乗り継ぎ停留所の整備を図る。
・常滑市内のコミュニティバスグルーンとの乗り継ぎダイヤの配慮を図る。
・半田市及び常滑市における運賃助成制度等を継続。

区分 ６年度(見込) ７年度 ８年度 ９年度

年間利用者
数(人)

80,000 85,000 90,000 95,000

区分 事業効果の内容

７年度
８年度
９年度

半田・常滑(D)線、半田・常滑(N)線と共に本系統を維持することにより、半田市内及び常滑市内にある主要駅や空港、大型店舗、病院等への移動手段が確保さ
れ、半田市民及び常滑市民のくらしの足の確保ができる。

ホームページ、広報紙への時刻表掲載を行い、利用促進へのPRを進める。
自治体間の情報共有に努めるとともに、沿線のイベント情報等の情報発信を協力して行う。

（現行からの変更点）

１日当たり計画運行回数

×計画平均乗車密度

資料９　別紙



７．収支改善計画（生産性向上の取組）
（１）７年度の生産性向上の取組
　

（２）定量的な効果目標

【参考】経常収支率

市町村名 半田市 市町村名 常滑市 市町村名
運営主体

沿線市町村① 沿線市町村② 沿線市町村③

取組
関係市町と連携を図りながら、半田・常
滑線
のPRや周知を行う。
分かりやすく、利用しやすいダイヤの設
定を
行う。

①フィーダー路線を継続的に実施する。
②バスロケーションシステムの継続運用・経路
検索サイトでのバス情報の公開により、利便性
の向上を図る。
③時刻表の市報への折り込み配布及び公共施設
への配架。
④高齢者運転免許自主返納促進事業の継続によ
り、対象となる高齢者にバス利用券を交付し、
利用促進を図る。

①事業者と連絡を密にし、広報誌や市のホーム
ページを活用することで、利用促進に努めてい
く。
②コミュニティバスの接続を継続し、コミュニ
ティバスの利便性を向上させることで当該路線
の利便性向上を図る。
③障がい者や高齢者等への運賃助成制度の継続
により、利用促進を図る。
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随時 随時

48.43% 28.24% 60.00%

指標 収支改善率１％
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